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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．連結経営指標等については、中間連結財務諸表を作成していないため記載していない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失は、潜在株式の発行がないため記載していな

い。 

        ４．第82期中の中間純損失の計上は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

            ある。 

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

売上高（千円） 6,405,199 6,232,808 6,561,726 13,280,967 12,661,690 

経常利益（千円） 805,804 781,584 228,880 1,722,820 1,338,578 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失(△)（千円） 
556,451 469,506 △12,218 1,097,933 887,971 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 

(発行済株式総数)（株） 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

純資産額（千円） 7,745,057 8,560,112 8,858,190 8,138,217 8,900,712 

総資産額（千円） 14,042,032 14,818,725 14,178,747 14,676,392 14,360,302 

１株当たり純資産額（円） 554.00 612.92 634.33 578.77 635.20 

１株当たり中間（当期）純利益又

は中間純損失(△)（円） 
39.80 33.62 △0.87 74.63 61.45 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益又は中間純損失

(△)（円） 

－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
10.00 － － 10.00 － 

自己資本比率（％） 55.2 57.8 62.5 55.5 62.0 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
360,458 △1,411,817 △264,447 1,629,471 702,542 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△68,492 1,603,884 △587,629 △1,685,576 △260,192 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△8,319 △19,380 △629 △20,801 △29,274 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
1,389,556 1,204,196 591,844 1,031,495 1,444,601 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

306 

(33) 

301 

(29) 

293 

(32) 

304 

(32) 

292 

(33) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載している。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 293(32)   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当上半期のわが国経済は、資源価格の高騰によって各種基礎資材並びに燃料費等の値上がりが企業収益を圧迫している

ものの、個人消費と企業の設備投資が堅実に推移したことから、景気は安定的に拡大を続けている。一方、顧客飲料市場

においては、お茶類・機能性飲料等を始めとする新製品の投入が進められているが、天候不順の影響を受けて、清涼飲料

水等の消費が停滞し、主力商品の出荷量が期待ほど伸びていない状況にある。例年よりも早く生産在庫調整に入る動きも

見られるが、下半期での巻き返しに向けた様々な拡販戦略が展開されている。 

 このような状況のもとで当社は、販売面においては、顧客各飲料・薬品メーカー様のニーズに応え、より高品質・高機

能・低価格の製品を提供すべく品質改善・新製品開発等に努めてきた。  

 売上高はキャップ部門合計6,046百万円（前年同期比8.4％増）、その他の部門合計515百万円（前年同期比21.5％減）を

計上し、以上の結果、売上高全社合計は6,561百万円（前年同期比5.3％増）となり、市場動向には厳しいものもあった

が、増収を達成することができた。  

 しかしながら、石油樹脂、アルミ板材等、当社製品の主要原材料価格が生産性向上の企業内努力では到底吸収しえない

ほど大幅に値上がりし、経営を圧迫しつつある。このような状況を鑑み顧客各飲料・薬品メーカー様にも製品値上げ交渉

を開始しているが、残念ながら一部のお客様のみへの価格転嫁に留まっており、非常に厳しい状況にある。 

 以上の結果、当上半期における経常利益は228百万円（前年同期比70.7%減）と大幅な減益となっている。中間純損失は

12百万円(前年同期は中間純利益469百万円)の計上となるが、これは減損会計を当期より適用し、所有土地の評価減を実

施したことによるものである。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、仕入債務の増加額418百万円（前年同期比227百

万円増）があったものの、税引前中間純利益が16百万円（前年同期比98.0%減）の計上にとどまったことと売上債権の増

加額832百万円（前年同期比668百万円増）があったことから、前中間会計期間末に比べ612百万円減少(前年同期比50.9%

減)し、当中間会計期間末は591百万円となった。  

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりである。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は264百万円（前年同期比81.3%減）となった。これは主に売上債権の増加額832百万円に

よるものである。前年同期比では、1,147百万円の減少であり、これは主に税引前中間純利益が16百万円の計上にとどま

ったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は587百万円（前年同期は1,603百万円の獲得）となった。これは主に有形固定資産の取得

支出127百万円と短期貸付金の貸付支出500百万円（同回収収入との純額）によるものである。前年同期比では、2,191百

万円の増加であり、これは主に前中間期に短期貸付金の回収収入1,700百万円（同貸付支出との純額）があったことによ

るものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は0.6百万円（前年同期比96.8%減）となった。これは主に自己株式の取得による支出0.5

百万円によるものである。前年同期比では、18百万円の減少であり、これは配当金の支払額が減少したことによるもので

ある。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には消費税は含まれていない。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注） 上記の金額には消費税は含まれていない。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）1. 最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

ある。 

2. 上記の金額には消費税は含まれていない。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

キャップ（千円） 5,568,464 92.1  

キャッピングマシン（千円） 553,639 94.7  

合計（千円） 6,122,102 92.3  

区分 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

キャップ 6,955,346 104.2  2,468,744 105.8  

キャッピングマシン 459,553 78.9  54,475 91.8  

合計 7,414,898 102.1  2,523,219 105.5  

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

キャップ（千円） 6,046,253 108.4 

キャッピングマシン（千円） 515,473 78.5 

合計（千円） 6,561,726 105.3 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

コカ・コーラナショナルビバレ

ッジ株式会社 
2,043,867 32.8 2,298,947 35.0  

サントリー株式会社 1,158,194 18.6 1,191,476 18.2  



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 当社は、飲料水用プラスチックキャップならびにアルミキャップに求められる機能・性能の向上、環境に対する

影響、充填方式の多様化、生産プロセスの開発・改良等の様々な変化を先取りし包装業界における顧客満足度No.1

評価を得られるべく、新製品開発に取組んでいる。 

 研究開発は、当社の技術本部において、設計開発課、開発１課、2課、3課を中心に当社の親会社であるアルコア・

インク社のグローバル開発拠点と連携して推進されており、国内向け以外にも中国をはじめアジア各国への技術的

サポートも行っている。研究開発スタッフは20名となっている。 

 当中間会計期間における研究開発成果としては、洗浄性改良耐熱圧充填プラスチックキャップ、レトルト対応アル

ミボトル用キャップ、高アルコール向けアルミボトル用キャップの開発・改良等があり、当中間会計期間の試験研

究費は143百万円となっている。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。ま

た、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,400,000 

計 18,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年９月29日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,000,000 14,000,000 － 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 14,000,000 14,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

平成18年1月1日 

～ 

平成18年6月30日  

  

 - 14,000,000 － 700,000 － 287,246 



(4）【大株主の状況】 

 (注)上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が47千株含まれている。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

    (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が47,000株含まれている。また、「議決 

           権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数47個が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

 平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アルコア・インク 
(常任代理人アルコア・ジャ
パン㈱) 
(常任代理人新光証券㈱) 

アメリカ合衆国ペンシルバニア州ピッツ
バーグ 
(東京都千代田区丸の内 3-2-3) 
(東京都中央区八重洲 2-4-1) 

9,915 70.82 

アルコア・クロージャー
ズ・ ホールディング・カン
パニー・エルエルシー 
(常任代理人新光証券㈱) 

アメリカ合衆国デラウェア州ニュー・キ
ャッスル・カウンティ 

(東京都中央区八重洲 2-4-1) 

3,851 27.51 

株式会社アルコア・クロー
ジャー・システムズ 

東京都港区西新橋2-7-4 35 0.25 

神戸商工経済共同組合 兵庫県神戸市兵庫区新開地1-3-32 19 0.14 

アジヤアルミ(株) 東京都千代田区神田紺屋町43 8 0.06 

安藤  幸夫 秋田県大仙市 7 0.05 

山田  達夫 大阪府堺市 6 0.04 

猪瀬  好文 茨城県東茨城郡大洗町 3 0.02 

西川  誠一 東京都江東区 3 0.02 

山口  孝 東京都練馬区 3 0.02 

計  － 13,851 98.94 

 平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） － － －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       35,000 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   13,948,000 13,948 同上 

単元未満株式 普通株式       17,000 － 同上 

発行済株式総数     14,000,000 － － 

総株主の議決権 － 13,948 － 

 平成18年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アルコ

ア・クロージャ

ー・システムズ 

東京都港区西新橋

2丁目7番4号 

  

35,000 － 35,000 0.25 

計 － 35,000 － 35,000 0.25 



２【株価の推移】 

  当社株式は、非上場であるため該当事項はない。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  前中間会計期間 （平成17年1月1日から平成17年６月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間 （平成18年1月1日から平成18年６月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  ただし、前中間会計期間（平成17年1月1日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）

の中間財務諸表については中央青山監査法人(現 みすず監査法人)により中間監査を受け、また、当中間会計期間（平

成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間財務諸表についてはあらた監査法人により中間監査を受けている。

  なお、当社の会計監査人は次のとおり交代している。 

    前中間会計期間   中央青山監査法人(現 みすず監査法人) 

    当中間会計期間   あらた監査法人 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がないので、中間連結財務諸表を作成していない。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,204,196   591,844 1,444,601   

２．受取手形 ※２ 57,238   45,358 57,994   

３．売掛金   2,249,206   1,887,813 1,042,546   

４．たな卸資産   2,038,172   2,280,934 2,126,406   

５．繰延税金資産   73,442   44,888 122,192   

６．短期貸付金   3,438,978   5,951,503 5,451,503   

７．未収入金   1,709,339   231,169 484,657   

８．その他 ※３ 215,141   104,673 220,684   

貸倒引当金   △3,202   △3,032 △1,697   

流動資産合計     10,982,510 74.1 11,135,149 78.5   10,948,886 76.2

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1)建物   1,160,443   1,089,391 1,122,660   

(2)機械及び装置   1,253,772   1,044,309 1,089,336   

(3)土地   571,568   357,416 571,568   

(4)建設仮勘定   184,601   114,133 182,235   

(5)その他   326,539   328,163 326,198   

有形固定資産合計     3,496,923 23.6 2,933,412 20.7   3,291,997 23.0

２．無形固定資産     63,216 0.4 49,552 0.4   60,047 0.4

３．投資その他の資産           

投資有価証券   218,603   4,347 4,409   

その他   66,273   65,086 63,763   

貸倒引当金   △8,800   △8,800 △8,800   

投資その他の資産
合計 

    276,076 1.9 60,633 0.4   59,372 0.4

固定資産合計     3,836,215 25.9 3,043,598 21.5   3,411,416 23.8

資産合計     14,818,725 100.0 14,178,747 100.0   14,360,302 100.0

            

 



    
前中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   2,363,868   2,208,271 2,049,880   

２．買掛金   879,171   967,797 707,449   

３．未払費用   681,562   647,610 442,744   

４．未払法人税等   251,920   9,955 148,328   

５．賞与引当金   69,358   39,846 214,443   

６. 役員賞与引当金   －   710 －   

７．設備等支払手形   450,952   65,712 217,303   

８．その他 ※３ 739,169   802,235 938,083   

流動負債合計     5,436,000 36.7 4,742,136 33.4   4,718,229 32.8

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   394,149   255,870 315,960   

２．退職給付引当金   230,186   196,726 214,498   

３．役員退職慰労引当
金 

  198,279   125,826 210,902   

固定負債合計     822,614 5.5 578,422 4.1   741,360 5.2

負債合計     6,258,614 42.2 5,320,558 37.5   5,459,590 38.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     700,000 4.7 － －   700,000 4.9

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   287,246   － 287,246   

資本剰余金合計     287,246 1.9 － －   287,246 2.0

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   175,000   － 175,000   

２．任意積立金   6,642,393   － 6,642,393   

３．中間(当期)未処分
利益 

  700,121   － 1,118,586   

利益剰余金合計     7,517,514 50.8 － －   7,935,979 55.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    77,658 0.5 － －   160 0.0

 Ⅴ 自己株式     △22,306 △0.1 － －   △22,673 △0.2

資本合計     8,560,112 57.8 － －   8,900,712 62.0

負債資本合計     14,818,725 100.0 － －   14,360,302 100.0

            



  
前中間会計期間末 

  
（平成17年6月30日） 

当中間会計期間末 
  

（平成18年6月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１. 資本金    － －  700,000 5.0  － － 

２. 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   287,246   －   

資本剰余金合計    － －  287,246 2.0  － － 

３. 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   175,000   －   

(2）その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金   －   409,719   －   

土地圧縮積立金   －   311,532   －   

別途積立金   －   6,740,000   －   

繰越利益剰余金   －   257,806   －   

 利益剰余金合計    － －  7,894,057 55.7  － － 

４. 自己株式    － －  △23,237 △0.2  － － 

   株主資本合計    － －  8,858,066 62.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１. その他有価証券評価差
額金 

   － －   123    － － 

  評価・換算差額等合計    － －  123 0.0  － － 

  純資産合計    － －  8,858,190 62.5  － － 

  負債純資産合計    － －  14,178,747 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,232,808 100.0 6,561,726 100.0   12,661,690 100.0

Ⅱ 売上原価     4,725,049 75.8 5,554,261 84.6   9,886,470 78.1

売上総利益     1,507,760 24.2 1,007,465 15.4   2,775,220 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    924,137 14.8 869,338 13.2   1,803,663 14.2

営業利益     583,623 9.4 138,126 2.1   971,556 7.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   205,035 3.3 143,491 2.2   390,833 3.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,074 0.1 52,737 0.8   23,812 0.2

経常利益     781,584 12.5 228,880 3.5   1,338,578 10.6

Ⅵ 特別利益 ※３   28,802 0.5 1,697 0.0   190,333 1.5

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※７ 

  － － 214,152 3.3   1,612 0.0

税引前中間(当期)純
利益 

    810,385 13.0 16,425 0.3   1,527,299 12.1

法人税、住民税及び
事業税 

  238,713   11,405 611,371   

法人税等調整額 ※６  102,166 340,879 5.5 17,239 28,643 0.4 27,957 639,328 5.1

中間（当期）純利益
又は中間純損失(△) 

    469,506 7.5 △12,218 △0.2   887,971 7.0

前期繰越利益     230,615 －   230,615 

中間配当額     － －   － 

中間（当期）未処分
利益 

    700,121 －   1,118,586 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年6月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 
  

利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

固定資産
圧縮積立
金 

土地圧縮
積立金 

別途積立
金 

 繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 490,861 311,532 5,840,000 1,118,586 7,935,979 △22,673 8,900,552 

中間会計期間中の

変動額 
           

固定資産圧縮積

立金取崩し 
        △81,142     81,142 －   － 

別途積立金の積

立て 
            900,000 △900,000 －   － 

利益処分による

役員賞与 
              △29,704 △29,704   △29,704 

中間純損失               △12,218 △12,218   △12,218 

自己株式の取得                   △564 △564 

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額） 

                      

中間会計期間中の

変動額合計 

（千円） 

－ － － － △81,142 － 900,000 △860,780 △41,922 △564 △42,486 

平成18年6月30日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 409,719 311,532 6,740,000 257,806 7,894,057 △23,237 8,858,066 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日残

高 

（千円） 

160 160 8,900,712 

中間会計期間中の変

動額 
   

固定資産圧縮積立

金取崩し 
    － 

別途積立金の積立

て 
    － 

利益処分による役

員賞与 
    △29,704 

中間純損失     △12,218 

自己株式の取得     △564 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

△37 △37 △37 

中間会計期間中の変

動額合計 

（千円） 

△37 △37 △42,523 

平成18年6月30日残

高 

（千円） 

123 123 8,858,190 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

  
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

  
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

 前事業年度要約 
  キャッシュ・フロー 

  計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税引前中間(当期)純
利益 

  810,385 16,425 1,527,299 

減損損失   － 214,152 － 

減価償却費   272,507 238,988 566,733 

無形固定資産償却額   9,913 10,495 19,865 

貸倒引当金の繰入
(△戻入)額 

  △1,558 1,335 △3,063 

受取利息及び受取配
当金 

  △17,092 △27,157 △30,825 

為替差損益    △15 52 △31 

投資有価証券売却益   － － △141,543 

有形固定資産売却益   △26,676 － △44,031 

有形固定資産処分損   － － 1,612 

売上債権の減少(△
増加)額 

  △163,772 △832,630 1,042,132 

たな卸資産の増加額   △738,989 △154,528 △827,223 

未収入金の減少(△
増加)額 

  △1,107,099 △101,791 70,886 

立替金の減少額   189,537 73,449 204,949 

前渡金の減少(△増
加)額 

  △642 283 △1,386 

仕入債務の増加(△
減少)額 

  190,975 418,739 △294,735 

賞与引当金の減少額   △198,691 △174,597 △53,606 

役員賞与引当金の増
加額 

  － 710 － 

役員退職慰労引当金
の増加(△減少)額 

  12,830 △85,076 25,453 

退職給付引当金の減
少額 

  △21,722 △17,773 △37,410 

その他流動資産の減
少(△増加)額 

  △38,855 69,029 △60,086 

長期前払費用の減少
(△増加)額 

  1,716 △989 3,419 

その他流動負債の増
加(△減少)額 

  183,673 254,306 △29,673 

役員賞与の支出   △54,847 △29,704 △54,847 

小計   △698,421 △126,281 1,883,890 

利息及び配当金の受
取額 

  2,840 407 5,068 

法人税等の支払額   △716,236 △138,573 △1,186,417 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,411,817 △264,447 702,542 

 



    

前中間会計期間 

  
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 

  
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

 前事業年度要約 
  キャッシュ・フロー 

  計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

有形固定資産の取得
による支出 

  △96,977 △127,685 △229,807 

無形固定資産の取得
による支出 

  － － △6,784 

有形固定資産の売却
による収入 

  655 40,391 49,876 

投資有価証券の取得
による支出 

  △379 － △781 

投資有価証券の売却
による収入 

  － － 225,913 

貸付金の貸付による
支出 

  － △2,100,000 △2,000,000 

貸付金の回収による
収入 

  1,700,000 1,600,000 1,700,000 

差入保証金の支払に
よる支出 

  △234 △477 △545 

差入保証金の解約に
よる収入 

  818 142 1,671 

更生債権の回収によ
る収入 

  － － 265 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,603,884 △587,629 △260,192 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

自己株式の取得によ
る支出 

  △150 △564 △517 

配当金の支払額   △19,230 △65 △28,757 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △19,380 △629 △29,274 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  15 △52 31 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加（△減少）額 

  172,701 △852,758 413,107 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,031,495 1,444,601 1,031,495 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※ 1,204,196 591,844 1,444,601 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）   

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

  同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品・製品・仕掛品は総平均

法による原価法 

原材料は移動平均法による原

価法 

キャッピングマシン仕掛品は

個別原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については定額法）を

採用している。   

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

(1）有形固定資産 

  同左 

(1）有形固定資産 

  同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法によっている。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(5年)に基づく定額法によ

っている。 

(2)無形固定資産 

  同左 

(2)無形固定資産 

  同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し回

収不能見込み額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備える

ため、賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上して

いる。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備える

ため、賞与支給見込額の当事

業年度負担額を計上してい

る。 

   (3)      ──────  (3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上して

いる。 

(会計方針の変更) 

  当中間会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号  平成

17年11月29日)を適用してい

る。これにより、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利

益は710千円減少している。 

  (3)      ────── 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末に発生していると認めら

れる額を計上している。な

お、数理計算上の差異は、15

年の定額により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上してい

る。なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとして

いる。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基

づく中間期末要支給額を計上

している。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基

づく期末要支給額を計上して

いる。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許資金、随時引出し可能な預金

からなっている。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。 

  

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 

 

  



      中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」 

(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」 (企

業会計基準適用指針第８号  平成17年12

月９日)を適用している。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額

は8,858,190千円である。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、改正後の

中間財務諸表等規則により作成してい

る。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」 

(企業会計審議会 平成14年８月９

日) ）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用し

ている。これにより税引前中間純利益は

214,152千円減少している。 

  なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。 

─────  



追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

 至 平成17年12月31日） 

(外形標準課税) 

  「地方税法等の一部を改正する法律」 

（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公

布され、平成16年4月1日以降に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い(平成16年2月13日 企業会

計基準委員会  実務対応報告第12号)に従い 

、法人事業税の付加価値割及び資本割について 

は、販売費及び一般管理費に計上している。 

  

────── (外形標準課税) 

  「地方税法等の一部を改正する法律」 

（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公

布され、平成16年4月1日以降に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い(平成16年2月13日 企業会計基

準委員会  実務対応報告第12号)に従い、法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上している。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 

  （千円）

有形固定資産 7,412,862

  （千円）

有形固定資産 7,773,018

  （千円）

有形固定資産 7,542,386

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高 

 
  （千円）

割引手形 473,508

裏書譲渡手形 82,807

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
  （千円）

割引手形 292,696

裏書譲渡手形 80,357

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
  （千円）

割引手形  312,298

裏書譲渡手形  61,776

※３．消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動資産のその他に含めて表示

している。 

※３．消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動負債のその他に含めて表示

している。 

※３．消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動資産のその他に含めて表示

している。 

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりである。 

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりである。 

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りである。 

  （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 － 

  差引額 300,000

  （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 － 

  差引額 300,000

  （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 － 

  差引額 300,000



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

  （千円）

受取利息 15,042

受取配当金 2,050

研究開発収入  112,558

  （千円）

受取利息 26,754

受取配当金 404

研究開発収入  111,085

  （千円）

受取利息 27,568

受取配当金 3,256

研究開発収入 223,121

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

  （千円）

売掛債権売却損 2,730

手形売却損 3,139

  （千円）

売掛債権売却損 4,477

手形売却損 2,389

  （千円）

売掛債権売却損 8,398

手形売却損  6,635

※３．特別利益の主要項目 ※３．          ────── ※３．特別利益の主要項目 

  （千円）

固定資産売却益  

 工具器具及び備品 23,071

 機械装置  3,604

 合計  26,676

     

  投資有価証券売却益 

（千円）

141,543

固定資産売却益  

 工具器具及び備品 23,066

 機械装置 20,965

合計 44,031

※４．         ────── ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 

   

   

  （千円）

 減損損失 214,152

  （千円）

固定資産処分損  

 車両及び運搬具 159

 工具器具及び備品 1,453

  合計  1,612

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

  （千円）

有形固定資産 272,507

無形固定資産 9,913

  （千円）

有形固定資産 238,988

無形固定資産 10,495

  （千円）

有形固定資産 566,733

無形固定資産 19,865

※６. 中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当期において予定してい

る利益処分による圧縮積立金の取崩を前

提として、当中間会計期間に係る金額を

計算している。 

※６. 同  左  ※６           ───── 

 ※７.           ───── ※７. 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上した。  

    当社は、事業区分別に資産をグルーピング

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産

については個々の物件単位でグルーピングし

ている。 

  上記の土地については、工場用地として取

得したが、現在は遊休資産となっている。 

  今後の利用計画も無く、地価も著しく下落

しているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失(214,152千

円)として特別損失に計上している。 

  なお、当該資産グループの回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、不動産鑑

定士による鑑定評価額に基づいて算定してい

る。 

場所 岡山県赤磐市 

 用途  遊休資産  

種類 土地  

 減損損失 214,152 千円  

※７.           ───── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間(自  平成18年1月1日  至  平成18年6月30日) 

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加940株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

 3.配当に関する事項 

   該当事項なし。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数(株) 

当中間会計期間増
加株式数(株) 

当中間会計期間減
少株式数(株) 

当中間会計期間末
株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 14,000,000 - - 14,000,000 

合計 14,000,000 - - 14,000,000 

自己株式     

普通株式  (注)１ 34,393 940 - 35,333 

合計 34,393 940 - 35,333 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
   至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
   至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
   至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高は中間貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額と同一で

ある。 

※           同  左 ※ 現金及び現金同等物の期末残高は

貸借対照表に掲記されている現金及

び預金勘定の金額と同一である。 

（平成17年６月30日現在） （平成18年６月30日現在） （平成17年12月31日現在） 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 
(工具器具備
品) 

41,030 22,355 18,675 

有形固定資
産 
その他 
(車輌運搬具) 

44,382 20,153 24,229 

合計 85,412 42,507 42,904 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 
(工具器具備
品) 

45,814 29,472 16,342

有形固定資
産 
その他 
(車輌運搬具)

65,148 29,754 35,394

合計 110,962 59,226 51,736

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 
(工具器具備
品) 

43,468 27,982 15,486

有形固定資
産 
その他 
(車輌運搬具)

52,646 26,122 26,524

合計 96,114 54,104 42,010

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

同    左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  （千円）

１年内 19,654

１年超 23,250

合計 42,904

  （千円）

１年内 22,641

１年超 29,095

合計 51,736

  （千円）

１年内 19,830

１年超 22,180

合計 42,010

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同    左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  （千円）

支払リース料 10,983

減価償却費相当額 10,983

  （千円）

支払リース料 12,943

減価償却費相当額 12,943

  （千円）

支払リース料 22,488

減価償却費相当額 22,488

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

  

  

 (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はない。 

  

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 84,107 214,603 130,496 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 84,107 214,603 130,496 

  
前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

   非上場株式 4,000 



（当中間会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 139 347 208 

(2)債券       

国債・地方債等 - - - 

社債 - - - 

その他 - - - 

(3)その他 - - - 

合計 139 347 208 

  
当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

   非上場株式 4,000 



（前事業年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末(平成17年6月30日) 

当中間会計期間末(平成18年6月30日) 

  デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 

前事業年度末(平成17年12月31日) 

  デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 

（ストック・オプション等関係） 

        該当事項なし。 

（持分法損益等） 

 該当事項なし。 

  

前事業年度末（平成17年12月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 139 409 270 

(2)債券       

国債・地方債等 - - - 

社債 - - - 

その他 - - - 

(3)その他 - - - 

合計 139 409 270 

  
前事業年度末（平成17年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

   非上場株式 4,000 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

市場取引以外の取引  為替予約取引  14,393 14,575 182 

合計 14,393 14,575 182 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

        該当事項なし。 

  

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 612.92 634.33 635.20 

１株当たり中間(当期)純利

益又は中間純損失(△)

（円） 

33.62 △0.87 61.45 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

潜在株式の発行がないため

記載していない。 

同左 同左 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

(△)(千円） 
469,506 △12,218 887,971 

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  － 29,704 

  （うち利益処分による役員賞与金)   －    －  (29,704) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

又は中間純損失(△)（千円） 
469,506 △12,218 858,267 

期中平均株式数（株） 13,966,315 13,965,070 13,966,204 



(2）【その他】 

  該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第81期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月24日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年９月22日

株 式 会 社 アルコア・クロージャー・システムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アルコア・

クロージャー・システムズの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成17年１月１日から

平成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社アルコア・クロージャー・システムズの平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年１

月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 澤 元 秀 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 目 黒 高 三 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年９月28日 

株式会社アルコア・クロージャー・システムズ  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 目黒 高三 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 池之上 孝幸 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルコア・クロージャー・システムズの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第82期事業年度の中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルコア・クロージャー・システムズの平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、この基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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